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1は じめ に

20世紀は組織の時代であったといえよう。ずっと以前から宗教団体や軍隊などの形で巨大組

織が存在 したが、20世 紀においては会社組織の巨大化 ・多国籍化が進行 した。ところが20世 紀

末となり、もっとも注 目すべき変化としてコミュニケーションのIT化 が起こっている。本論

ではrlT革 命」「バーチャル組織」「コミュニケーシ ョン革命が組織に及ぼす影響」について

検討する。

21T革 命 について

2000年 以降、rlT産 業」rlT化 」rlT革 命」など、rlT」 とい う言葉を冠 した表現が 日本の

メディアをにぎわすようになった。「IT」とは 「情報技術」にあたる英語 「イン フォメーション

・テクノロジー」の略語である。もともと 「情報産業」とい う表現があ り、それは狭義では

コン ピューター関係の産業を、広義ではマスコミも含めた情報提供産業をさしていた。その後

「情報産業」 という表現はあまり使われなくなり、「IT産 業」がとって代わった。「IT」は、

日本の産業構造が変わ りつつあることを示すキーワー ドとして使われるようになった。

第二次大戦後の日本は一貫 して製造業の発展による経済的繁栄を達成 したが、市場の成熟 ・

少子化 ・安価な輸入品の増加 ・生産拠点の海外移転などの理由により、モノ作 りに依存 した経

済体制はその構造転換を迫られている。そこで注 目されてきているのが 「IT」産業で、低迷

する日本経済のいわば救世主扱いを うけている。

「IT」という概念が示唆するところは多岐にわたるが、本論では次の2点 に着 目する。

1)伝 達情報のデジタル化

2)情 報伝達のウェブ化

まず、第1点 の 「伝達情報のデジタル化」について考えてみる。情報のデジタル化とは、当
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該情報をバイ ナ リコー ドに変換す ることをい う。伝統的 なテ レコ ミュニケーシ ョン のメデ ィア

は アナ ログ信号を使 っていた。電話や無線通信 などは音声信号をそ のまま送受信 していた。電

報 ・電信 ・フ ァックス ・携帯電話 などの個人間 メデ ィアも、 テ レビ ・ラジオ ・映画 ・ビニール

盤 レコー ドなどのマスコ ミュニケーシ ョン用 メデ ィアも、 また音声 テープ ・ビデオテープなど

の記録用 メデ ィアも、全て当初は アナ ログか ら始 まった。 しか し現在では個人間 メデ ィアも、

マスコ ミュニケーシ ョン用 メデ ィアも、記録用 メデ ィアも、全て デジタル化が進行 してい る。

情報 のデジタル化には どのよ うなメ リッ トがあ るのか。第1に 高品質 な情報伝達お よび記録

が可能に なるとい う点があげ られ る。音声や画像 の高精細化をすすめやすい。い ったん情報が

バイ ナ リコー ドに変換 され る と、 「よ りきれ いな画像を送 る(あ るいは録画す る)」 「よ りいい

音を流す(あ るいは録音す る)」 な どの 目標 は、いか に多 くのバイナ リコー ドを一度 に送れ る

か、 または記録で きるか、 とい った 「容量」 の問題にお きかわ るので、情報 の高品質化が達成

しやす くなる。第2に 、情報 のコン パ ク ト化が可能 とい う利点があげ られ よ う。 アナ ログ情報

では記録 メデ ィアの小型化に限界があ ったが、 デジタル情報 の場合は記録 メデ ィアの小型化 ・

大容量 化を飛躍 的に進め る ことが で きる。加 えてバ イナ リコー ドで表 され た情 報は数学 的に

「圧縮」で きるとい う利点 もあ る。第3に デジタル情報 の場合、完全 なコ ピーが とれ るとい う

特性があ る。 アナ ログ情報だ とコ ピーをつ くるたびに品質が劣化す るのは免れ ないが、 この点

デジタル情報は記録性や移動性に優れ る。

第2点 の 「情報伝達 のウ ェブ化」について検討 してみ る。イン ターネ ッ トにおいては、 ネ ッ

トワー ク上 の任意 のコン ピューターとコン ピューターの間で通信す ることが原理的に可能だ と

い う特性があ る。少 々乱暴に言 うと、 これ まで のコ ミュニケーシ ョンにおいては、点 と点を双

方 向的に結ぶ個人間 コ ミュニケーシ ョン と、送 り手か ら受け手に一方 向的に情報を流す マスコ

ミュニケーシ ョンが代表的 なモー ドであ った といえ よ う。 ところが ウ ェブ上 のコ ミュニケーシ

ョン では情報 が無 数 の点 の間を 自由な方向 に、 また さまざ まなパタ ーン で、 しか も瞬 時に動

く1)。イン ターネ ッ トが一続 きのネ ッ トワー クとして地 球上を覆いつつ ある現在 、 この特 性は

大 きな意味を持つ。

個人が世界に 向けて情報発信がで きるよ うに なった意義は大 きい。個人が工夫次第で ヒッ ト

数 の高い ホームペ ージを開設で きる。 マスコ ミュニケーシ ョン の時代には情報 の受け手がつね

に一方的 な受け手 の位置に甘ん じる以外に選択 の道は なか った ことを考え ると、 この変化は著

しい。

マ クル ーハン 流 にい うと(Mcluhan:1964) 、人 間を拡張す る形で メデ ィアは発展 して きた。

古典的 なテ レコ ミュニケーシ ョン手段 の代表例 と しては電信 ・電話 ・フ ァックスや テ レックス

などがあげ られ よ う。 これ らの多 くは19世 紀中に発 明されたが、20世 紀において組織 内お よび

組織間 コ ミュニケーシ ョン の重要 な手段 と して定着 した。多国籍企業 の20世 紀におけ る展開 も、
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これらの即時的かつ双方向的メディアに頼るところは大きかった。さらに20世 紀末、情報通信

のデジタル化とウェブ化の両要因により、画像 ・映像 ・音声 ・テキス ト情報などさまざまな情

報の送受信が劇的に進歩 した。商取引を含む人間の社会活動の大部分は情報のや り取 りなので、

IT化 により人間の感覚器官は史上最大のレベルまで拡張された といえよう。

3バ ーチ ャル組織につ いて

組織論的観点から社会のIT化 を考えるとき、無視できないのが 「バーチャル組織」の出現

である。「バーチャル(virtual)」 とい うのは 「事実上の」 とか 「実際上の」などの意味である

から、バーチャル組織とは 「通念上の組織ではないが、事実上はそれと同じように機能するも

の」とい うことになろう。以下では通念上の組織を 「現実組織」と呼ぶことにする。バーチャ

ル組織とい う概念はいろいろな意味で用いられ、やや混乱気味に思われるが、次の3通 りの意

味で使われているようである:

[A]型:イン ターネ ット上で電子商取引をする事業をさす。受付などに人員をお くことな

しに24時 間営業かつ年中無休の商取引ができるし、グローバルな受注も容易になる。既存の会

社が電子商取引用のホームページを開設する場合もあるし、電子商取引だけを行 う目的で新会

社が形成される場合もある。いわゆるバーチャル店舗とよばれるものがその代表例だ。顧客か

らの受注を受けるサイ トはあたかも実際の店舗やオフィスのようであ り、バーチャルな(事 実

上の)店 と呼ばれる。従来からある通信販売のようにモノの商品を販売する場合は商品の在庫

管理 ・梱包 ・発送などで現実組織を用意する必要があるが、ン フ トウェアなどのように商品自

体がデジタルである場合はイン ターネット上で瞬時に発送をすませられるので、発送関連業務

での現実組織依存度はかなり消滅する。このタイプのバーチャル組織の場合、後述するように、

実際にはバーチャル組織を運営する現実組織が存在 していることが多いと考えられる。

[B]型:既 存の現実組織のイン トラネ ット空間で組成される下位組織をさす。たとえば、

伊藤忠商事株式会社が1999年7月 に発表 したre.COMプ ロジェクトチーム」がある(1997)。

同社では1997年 以来、各事業部の独立性の高いカンパニー制度を導入 しているが、これらのカ

ンパニーを横断する形で若手中心にイン ターネットビジネスの開発を進めるための活動をは じ

めたとい う。同社のホームページ上の案内によると、これは 「伊藤忠初のヴァーチャル組織」

であ り、その 「活動はネットワーク上のフォーラム(電子会議室)が 中心」だとい う。つまり彼

らは自分の所属するカンパニーとい う現実組織に所属 しながらこのネットワーク上でプロジェ

クトチームの活動を している。この文脈では実際の事業は現実組織によって行われる、とい う

前提があるようだ。同ホームページでは 「新規 ビジネスの企画に止まらず、発案者を中心に事
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業立 ち上 げまで行 ってい く」 「事業会社等 の設 立に よるメン バーへのイン セン テ ィブとして ス

トックオプシ ョン等 の導入 も検討 してい る」 などの説 明が されてお り、つ ま りバ ーチ ャル組織

はあ くまで事業立 ち上げ の準備に使われ るもので、実際に事業をす るためには現実組織を作 る、

とい うとらえ方であ る。

[C]型:成 員 は存在 す るが成員 同士 が面識 を持 たない、あ るい は対面的 コ ミュニケーシ ョ

ンが行われ ないに もかかわ らず組織的活動が継続 され る集合体を さす。例 と してはイン ターネ

ッ ト上 の 自発的 アン シエー シ ョン が考 え られ る。 共通 の趣 味や関心 を持つ人 々が ホー ムペ ー

ジ ・メー リン グ リス ト・掲示板 ・チ ャ ッ トル ームなどに よって活動を行 う。情報交換を行 った

り社交をす るのが 目的であ る。成員が現実社会で 「オフ会」 とい う形で対面的 コ ミュニケーシ

ョンをす る場合 もあ るが、バ ーチ ャル な活動が主であ る。

さてバ ーチ ャル組織 は本 当に現 実組織 とは異 な るのだ ろ うか 。[A]型 の代 表例 といえ る

amazon.com社 の ケースを考 えてみ よ う。 同社 の場合、市場 とのイン ターフ ェースは原則 と し

て電子的 なものに限 られてい る。顧客 との連絡はほ とん どホームペ ージ上 の記入や電子 メール

に よっている(た だ し問 い合わせ用 の フ リーダイヤルの電話は存在す る)。 そ の反面 、法人格

と して のamazon.comは 米 国 ワシン トン州 シア トル市に位置 してい る。 同社 のホームペ ージ上

の求人情報(amazon.com)に よれ ば 「私た ちは ジーン ズをはいて仕事を します し、廊下で ミー

テ ィン グを します …」 とい う記述か ら社員が対面的 コ ミュニケーシ ョンを しなが ら業務を行 っ

てい る様子 がわか り、 同社 の雰 囲気 はあたか もCooley(1909)の 「第一次集 団」的 な側 面を も

ってい るか のよ うな説 明が されてい る。 また 「堅実だが柔軟 な、そ して クリエイ テ ィブだが実

践的 なチ ームプ レーヤー」を求めてい るとい う表現や 「…私た ちは重要で息 の長い会社を築い

てい くことに献身 してい ます」 とい う表現か ら現実組織を継続的に維持 しよ うと してい ること

もわか る。 さらに 同社は社員 と して迎え入れ る人材についてか な り限定的 な条件を もってい る

ことがわか る:

「どの会社 も賢 く、一心不乱で(intense)、 ダイナ ミックで、 コ ミッ トメン トのあ る人材

を求めてい ます。だれ しもが堅実だが柔軟 な、そ して クリエイ テ ィブだが実践的 なチ ーム

プ レーヤーが欲 しい のです。わた した ちもそ の例外ではあ りません。わた した ちもこ うい

った人材がほ しい のですが、従業員 の中 の一人 とか二人だけが こ うい う人材であ るべ きだ、

と考えてい るのではあ りません。従業員全員が こ うい う人材であ るべ きだ と考え ます。で

すか らわた した ちは こ うい う人材を積極的に探 してい ます し、 これ らの基準を満た さない

人は決 して採用 しない のです。」

現実の公式組織においては(1)成 員がある程度連続 して固定 してお り、(2)成 員の権限

と役職、および指揮系統を明示す る組織図が書け、(3)成 文化 された規範が存在す るはずで
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あ る。上記か らもわか るよ うに、法人 と して のamazon.comも れ っきと した公式組織であ る。

結局、[A]型 の 「バ ーチ ャル組 織」 はイン ターネ ッ トにつなが った パン コン が いわ ば 自動 的

に従前 の業務 の一部を肩代わ りして くれ る場合に、そ のサイ トのことを比喩的に 「バ ーチ ャル

組織」 と言 ってい るわけで、そ の裏では現実組織が存在す る場合が多い といえ よ う。

組織論的分析においてはバ ーチ ャル組織 と現実組織 の 「二重性」が発生 してい ることに着 目

す る必要 があ るのではないだ ろ うか。[A]型 の 場合 はネ ッ トワー ク上 の比喩 としてのバ ーチ

ャル組織 とそ の裏にあ る現実組織 の二重性があ るので、分析時には どちらを対象にす るのか、

あ るいは両者 のイン タラ クシ ョン を見 るのか を考 えて お く必要 があ るだろ う。[B]型 の 場合

は、地位や待遇は現実組織で決定 され る(さ れた)の でバ ーチ ャル組織においてはイン セン テ

ィブが発効 しない可能性があ る。運営上 の工夫が なければ下位組織 と して のバ ーチ ャル組織が

自律的 ・継続的 に活動 を続け るのは困難か もしれない。[C]型 の 場合 はそのバ ーチ ャル組 織

の規模や成員 の地理的拡散度が大 き くなれば なるほ ど二重性は限定的 なものに なると考え られ

る。そ うい う意味で規模 の大 きい[C]型 が もっ ともバ ーチ ャル度が高い といえ よ う。

しか し[C]型 で規模 の大 きい場合 は、 自発 的成 員参加に よって成立 してい るので、「組織」

とい うよ り 「ネ ッ トワー ク」であ ると考えたほ うが適切では なか ろ うか。成員 の間には地位 の

関係は な く、規範 も緩やかであ る。 また成員 の出入 りも自由度が高い。 ネ ッ トワー ク型 の事業

の例 と して オペ レーテ ィン グ ・システムの リナ ックスの開発があげ られ るだ ろ う。 リナ ックス

はヘル シン キ大学 の学生 であ ったLinusTorvalds氏 が 書 いて1990年 代 か ら改定 し続けてい る

UNIX型 の オペ レーテ ィン グ ・システ ムで ある。Torvalds氏 は このプ ログラムの リン ースを

イン ターネ ッ ト上で公開 し、改善す るため のコメン トや実際 の部分的 プ ログラ ミン グを広 く求

めた。彼 の思想に共鳴す る世界中 のエン ジニア達が このプ ロジ ェク トに参加 し、余暇を利用 し

て このオペ レーテ ィン グ ・システムの改善に寄与 した。 これは無償参加であ り、 また参加者は

それぞれ きわめて対等 な立場で プ ロジ ェク トに関与 した。対面的 コ ミュニケーシ ョンが な く、

フ ォーマル な規範 もな く、 さらに地理的に拡散 した ネ ッ トワー クで もこのよ うな集合活動がで

きたわけで、バ ーチ ャル組織 の可能性を示 してい るといえ るだ ろ う。

4コ ミュニケーション革命が組織に及ぼす影響について

IT化 がもたらす組織への影響に関し数点について検討 してみる。ここでは前述の情報 のデ

ジタル化および情報伝達のウェブ化が現実組織に及ぼす影響を考える。

4.1地 位 分化への影響につ いて

かつてNaisbitt(1989)やCleveland(1985)がITの 導 入に ともない、組織においては情報 と
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権威が拡散する、と指摘 した。社内メールが多 く使われるようになり、組織の平板化が進んで

いる可能性を検討するべきであろう。従来は社員が社内上層部や所属以外の部署に連絡がある

ときは直属の上司を経由しなければならなかったのが、直接連絡するルー トが開いたので接触

しやす くなったといわれる。また稟議書は 日本的な組織内コミュニケーション手段(合 意形成

手段)と して知られているが、組織内コミュニケーションのIT化 により紙メディアによる稟

議書の意義も低下 したと考えてよいだろう。全体に、公式組織内のヒエラルキーがコミュニケー

ションの促進によって平板化する、といわれる。

ただ しこれを限定する力も存在する。たとえば直属上司が現実組織内の権力行使によって部

下の自由なコミュニケーションを阻害 しようとすることがあ りうる。また 日本の組織において

は個人の裁量権が低い傾向があるので、組織横断的に連絡をとってもそれだけでは業務をすす

めに くいとい う問題もある。さらに非営利の組織、とくに 日本の官僚組織においては ヒエラル

キーの支配力が強いので、組織横断的なコミュニケーションの増加は限定的なものにすぎない

かもしれない。

組織内コミュニケーションの自由度が増 して くるときに考えられるのが不要ポス トの顕在化

である。一般に組織が肥大化すると組織運営のために存在するポス トが増え、そのポス トには

一定の権利が付与されるようになることが知られている
。もし組織内コミュニケーションの促

進がこれらのポス トの多 くを無意味にするのであれば組織の地位分化が再編されるのではない

かと考えられる。

4.2組 織構造への影響について

IT化 の進行により、経済環境の変化は速度を増 し、市場は刻 々と変化するようになってい

る。営利組織は従来の比較的安定 した組織構造ではこれに対応 しきれなくなるであろう。チャ

ンドラーの 「組織の構造は戦略に従 う」(Chandler:1962)が 著 しく促進 された形 となる。た

だ しチャン ドラーのい う 「戦略(strategy)」 は長期的戦略のことであったが、む しろ市場の

変化に即応 した戦略が重要になって くる。 したがって組織構造は極めて柔軟でなければならず、

経済状況に対応 したプロジェクトチームが社内(場 合によっては社外も含む)で 組成と解散を

繰 り返すことが可能な組織が増加すると思われる。もともとハイテク産業においては企業のラ

イフサイクルが短 く、買収や合併 も多いと指摘されてきた(HighTechResearchGroup)が 、

今後はこの傾向にも拍車がかかると予想できる。

4.3日 本的経営法への影響について

組織内コミュニケーションのIT化 は必然的に業務の効率化を促進する。組織外環境からの

情報の流入は急激に増大 し、それに対応するため成員の組織内コミュニケーションも迅速化 ・
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増大すると考えられる。このような環境では能力の高い成員が顕在化 して くると考えられる。

組織が彼らをひきとめてお くには昇進や昇給など人事面での待遇で対応する必要があ り、伝統

的な年功序列制度はその重要性が小さくなると考えられる。とくに昇進の年功序列制度は ヒエ

ラルキー構造が安定 していることが必要条件なので、組織構造が柔軟に変化するようになると、

維持が困難になる。

同様に、第二次世界大戦後、一貫 して 日本の大企業がとってきた終身雇用制度もその意義が

小さくなると考えられる。人事の流動化にはいろいろな要因が働いていると考えられる。第一

に、IT時 代の経済環境では独創的な事業を他社に先駆けて開発 ・実行 していくことが要求さ

れ、広 く人材確保をする必要があることが考えられる。第二に、後述する様に伝統的業務の多

くが自動化され、省力化が進行すると考えられる。終身雇用の維持は企業体にとって大きな負

担となって くるであろう。さらに、プロジェクトチーム制の導入は、組織体にとって不要な人

材も顕在化させて しまうことも考えられる。

4.4業 務 の標準化お よび 自動化への影響につ いて

オフ ィス環境におけ る組織 内コ ミュニケーシ ョン のIT化 は グル ープウ ェアとい う形で本格

化 した といえるのではなかろ うか。LAN上 で メールをや りと りした り、共有 のデ ータベ ース

を構築 した り、 プ ロジ ェク トのスケジ ュール管理をす るため のソフトウェア が グル ープウ ェア

で、 うま く利用 された場合、大 きな効果が 出てい る。

ところが最近は会社 内の業務 のほ とん ど、そ して会社 と会社外 のコ ミュニケーシ ョン も全て、

ソフトウェア に よる標準化に よって 自動化や効率化をはか ろ うとす る統合 ビジネスウ ェアを導

入す る動 きが進 んでい る。 人事管理 ・在 庫管理 ・品質管理 ・発注 ・受注 ・発送 ・製造 ス ケジ

ュール管理 などを一連 のソフトウェア で行 お うとい うものである。 ドイ ツのSAP社 は この種

のソフトウェア の開発で急激に成長 し、現在世界第4位 のソフトウェア メーカーとなってい る。

このよ うな環境では各業務を標準化 し、 ネ ッ トワー ク上で統合す ることに よ り、高度 な効率化

が進め られてい る。 このよ うな場合、組織構造がソフトウェア の特性に よって決定 され るとい

う現象 も発生 してい るよ うであ り、追跡調査を行 う必要があ る。

ただ しそ こで注 意を払 ってお く必要 があ るのが、IT化 に伴 って統制 の中央集 中が進 む可能

性であ る。Blauetal(1976)やBurris(1993)は ア メ リカの組織体においては、 ハイ テ クの導入

に ともない、そ の組織が中央集権化す る傾 向があ る、 との指摘を してい る。 また、経営者に よ

る、ITを 利用 した従業員 の監視 も進 行す る可能性 がある。 実際、 アメ リカ ・マネ ジメン ト協

会が2000年1月 に行 な った調査(標 本数:2,133社)で は、約3/4の 会社 において電話、電子 メー

ル、イン ターネ ッ トの利用 などについて監視を してい ることがわか った。 また半分以上 の会社

では これ らのメデ ィアを不適切に使 った従業員に対 して何 らか の処分を行 なった ことがあ る、
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と し・う(Greenberg)。

5終 わりに

ここ数年のIT化 は急激に、かつ世界的規模で進行 している。技術的展開が急速に続 くため、

IT化 が組織に及ぼす影響についての実証研究はなかなか現実に追いつかない。その中で、ど

のような実証研究が可能なのか。

「組織のIT化 」を 「組織のバーチャル化」と読み替えるとき、(A)顧 客とのイン ターフェー

スなど、組織の活動に必要なコミュニケーションのオンライン化、(B)電 子媒体の利用による

下位組織の形成、(C)イン ターネット上の自発的アソシエーシ ョンの3通 りの意味があると考

えられる。 このうち(C)に ついては、成員の出入 りがかな り(あ るいは完全に)自 由であるた

めメンバーシップが常に変化 し、その活動をモニターするのは困難であると考えられる。また

その成員にイン ターネット上で質問票を送 っても回答の信頼性に大 きな疑問が残る。 しか し

(A)に ついては現実組織が明確に存在するし、(B)に ついても母体となる上位組織が存在する

ので、質問紙法や面接法などの従来の調査方法が使える。調査に協力 して くれる企業の確保は、

組織論研究が常に直面する課題で、 目新 しい問題ではない。

コン ピューターや ロボティックスなど、新 しいテクノロジーの導入が仕事の満足度に与える

影響は、概 して肯定的であるとい う調査結果が出ている(Danziger,Ishikawa)が 、(A)型 や

(B)型 の組織における仕事の満足度はどのようなものか、明らかにしていくべきであろ う。ま

たアメリカの企業においては統制の中央集中化やITに よる従業員監視が強化される傾向にあ

ることから、この点における日本での現状も明らかにするべきであろう。

[注]

1)イ ンタ ー ネ ッ トの 発 達 を振 り返 る と、 も と も とは1970年 代 に米 国 で 軍 事 研 究 目的 で試 用 され て い た

Arpanetが そ の 基 礎 に あ る。 従 来 の、 ホ ス トコ ン ピ ュー タ ー を 中心 に端 末 装 置 が放 射 線 状 に 配 置 され

た ネ ッ トワー クだ と、 核 攻 撃 な どに よ りそ の ホ ス トコ ン ピ ュ ー タ ーが 破 損 した 場 合 、 ネ ッ トワ ー ク全

体 が 機 能 停 止 して しま う。 そ こで 中 心 を 持 た ず 、 相 互 に 接 続 され た 無 数 の 点 の 問 を 自由 に 信 号 が 往 来

で き る よ う工 夫 され た 、 ウ ェ ブ状 の ネ ッ トワー クがArpanetで あ り、 イ ンタ ー ネ ッ トで あ る。
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